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本論文の構成は， A. 複数固定費観の成立， B.複数固定費観に於ける原価進展模型， C. 原価進展模型
























る。 たとえば，定時就業の工場における直接工の日給は，時間観察単位として 1 カ月をとれば変動的であ
るが，ー就業日とすれば固定的であるように， 多くの場合原価要素は長時間的観察単位の場合には操業度
への依存性を具現するが， 短時間的観察単位の場合には操業度への非依存性に静まる傾向があるからであ
る。 乙うして筆者は，固定費の概念に時間的要因をとり入れ，原価要素が時間的観察単位の感応度にした
がって，たとえば， 年固定費，月固定費，就業日固定費などに加えて，就業時間固定費，実働時間固定費
などにまで分けられるととができるとする。 そして，ある時間的観察単位が定置された場合，それ以上長
期に亘る観察単位に属する回定的原価要素の集合を(系金) 固定費と見る一方，それ以 F短期に亘る観察単
位に属するそれの集合を(総)変動費であるというのである。乙のような観点を複数回定費観といい，本
論文の基盤になっている考え方である。
第四に，筆者ばいわゆる操業度を四つに分けて， 就業日数度，就業時間度，実働度および正味生産度と
している。既述した複数固定費観の立場から生産量の増加ないし操業度の伸長に対応する原価進行の態椋
を考えると， 上に述べた四種の操業度に分ける乙とは当然の措置であるが，そのために操業度差異から生
じた固定費差益損はさらにとれらに分析する乙とができる。そして，これらが市場価値対原価比率， 回定
費対賃金比率などと結びついて，最大利益点および報奨率を決定する基準となるのである。
また， 乙の操業度を時間単位の大から小への順に分析した場合，右の末端から順次増加をしていけば最
低原価をもって操業度を伸長させる乙とができるという「末端低原価の法則」を例証している乙とも附言
しておきたい。
第五に，筆者の所論は，まず数学的に証明された公式をたて， 乙れを実地調査によって吟味するという
科学的な方法をとっている。 したがって，その論旨は整然とし，かつ明快である。たとえば，従来必要な
固定費と比例費との勘定的分解手続が必ずしも明確でなかったことを考えるとき， 筆者が月・日・時に時
間的観察単位をおいて固定費を把握する方法を用いていることも高く評価される。
われわれは， 本論文における筆者の主張と思われる点をいくつかあげた。要するに，操業原価計算論に
始まり， 原価計算と操業政策，固定費の理論を経て新著操業利益計画論にいたる筆者の研究態度，理論と
実務を総合した研究方法， 黒沢博士をして「はじめて日本人自らの経験によって裏付けられた研究」と激
賞させ， 日本会計研究学会賞をうけた筆者の研究成果，いずれも立派な業績を裏付けるものである。もち
ろん，筆者の研究もまだ完成されたものではない。たとえば， 操業原価計算は内部報告会計に属するもの
である。 したがって，外部報告会計である一般(財務)会計との聞に勘定組織，会計帳簿その他いずれも
有機的な結びつきがない口また， 筆者は固定費差益trlを実験の結果から計算している。それは生産の場に
おいて生ずると仮定されて始めて把握できるものである。 したがって， この場合その計算には企業者賃
金， 自己資本利子などを合む販売費および一般管理費を製造部門に配賦するという問題も生ずる。いずれ
にしても乙の場合調整を要するが， ともに企業会計であるかぎり会計制度として有機的に結合されなけれ
ばならない。しかし，このことは本論文の価値を少しもそ乙なうものではない。 というのは，それ自体が
-3-
企業会計における共通の課題でもあるからである。
審査の結論として， 本論文は筆者に経済学博士の学位を授与するのに十分な価値をもつものであること
を認める。
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